
証券コード 1770

平成26年6月11日

株　主　各　位
群馬県高崎市飯塚町 1 1 7 4 番地 5

代表取締役社長 藤　田　　　実

第51期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、当社第51期定時株主総会を下記により開催致しますので、ご

出席下さいますようご通知申し上げます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができま

すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討下さいまして、同封の議
決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、6月26日（木曜日）午後5時15分までに
到着するようご返送下さいますようお願い申し上げます。

敬　具

記

１．日 時 平成26年6月27日（金曜日）午前10時

２．場 所 群馬県高崎市飯塚町1174番地5
当社７階会議室（末尾の会場ご案内図をご参照下さい。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第51期（平成25年4月1日から平成26年3月31日まで）事業報
告、連結計算書類及び計算書類の内容報告の件

２．第51期（平成25年4月1日から平成26年3月31日まで）の会計
監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

決 議 事 項

議 案 剰余金処分の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
下さいますようお願い申し上げます。
　当日の会場は節電のため弱冷房とし、当社役職員はノーネクタイの軽装（クー
ルビズ）にて対応させていただきます。株主の皆様におかれましても、軽装にて
ご出席いただきますようお願い申し上げます。
なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が

生じた場合には、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス
http://www.fujita-eng.co.jp）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

( 平成25年4月 1日から
平成26年3月31日まで )

１．企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況
① 事業の経過及び成果

当連結会計年度における日本経済は、政府や日銀による金融・財政政策等
を背景に企業収益の改善、個人消費の持ち直しが見られ、景気は緩やかな回
復基調の中で推移致しました。
当社グループの主力事業の属する国内建設市場におきましては、公共設備

投資、民間設備投資がともに堅調に推移する一方、労務費や資材価格の上昇、
受注競争の激化により依然として厳しい経営環境が続いております。

このような状況のもと、当社グループは中期経営計画「Ｒａｓｈ－９０」
に基づき、全社挙げての徹底的な意識改革と新たな成長への取り組みを進め
てまいりました。
当連結会計年度における当社グループの連結売上高は、前連結会計年度よ

り58百万円減少し220億20百万円（前連結会計年度比0.3％の減少）、営業利
益は、前連結会計年度より３億25百万円増加し８億94百万円（前連結会計年
度比57.3％の増加）、経常利益は、前連結会計年度より４億37百万円増加し
10億64百万円（前連結会計年度比69.8％の増加）、当期純利益は、前連結会
計年度より２億45百万円増加し６億３百万円（前連結会計年度比68.4％の増
加）となりました。

当社グループの主要事業の概況は以下のとおりであります。

建設事業
当社グループの主力事業である当事業におきましては、ビル設備工事及

び環境設備工事の受注が堅調であったことから、受注高は165億43百万円
（前連結会計年度比30.5％の増加）となりました。部門別では、産業設備
工事が33億87百万円（前連結会計年度比30.1％の減少）、ビル設備工事が
81億32百万円（前連結会計年度比143.6％の増加）、環境設備工事が50億23
百万円（前連結会計年度比11.7％の増加）となりました。

売上高は、ビル設備工事の売上が堅調であったことから、ほぼ前年並み
の119億65百万円（前連結会計年度比1.7％の減少）となりました。部門別
では、産業設備工事が36億70百万円（前連結会計年度比28.1％の減少）、
ビル設備工事が43億98百万円（前連結会計年度比36.1％の増加）、環境設
備工事が38億96百万円（前連結会計年度比1.7％の増加）となりました。
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機器販売及び情報システム事業
当事業におきましては、機器販売は前年並みに推移しましたが、情報シ

ステム関連の販売が低調であったこと等により、売上高は53億８百万円（前
連結会計年度比3.5％の減少）となりました。

機器のメンテナンス事業
当事業におきましては、設備機器メンテナンスは保守・整備の受注が堅

調であり、太陽光発電機器設置の受注も前年並みに推移したことにより、
売上高は51億27百万円（前連結会計年度比5.3％の増加）となりました。

電子部品製造事業
当事業におきましては、製造工程省力化装置の受注は減少しましたが、

ペレタイズ加工や情報機器向け光素子などの半導体関連部品の受注が堅調
であったことにより、売上高は11億67百万円（前連結会計年度比6.7％の増
加）となりました。

その他
その他の事業におきましては、公共水道施設維持管理等の事業が安定的

に推移したことにより売上高は３億17百万円（前連結会計年度比6.5％の増
加）となりました。

（注）１．上記売上高はセグメント間取引消去前の金額によっております。
２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

② 設備投資の状況
該当事項はありません。

③ 資金調達の状況
当連結会計年度の資金調達の状況に特記すべき事項はありません。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継
の状況
該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
該当事項はありません。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第48期

平成23年3月期

第49期

平成24年3月期

第50期

平成25年3月期

第51期
(当連結会計年度)
平成26年3月期

売 上 高(千円) 22,889,937 20,794,460 22,079,328 22,020,628

経 常 利 益(千円) 486,824 618,349 627,077 1,064,687

当 期 純 利 益(千円) 290,789 153,549 358,084 603,136

１株当たり当期純利益（円） 25.97 13.71 31.98 53.87

総 資 産(千円) 18,773,397 16,796,154 17,376,891 19,267,953

純 資 産(千円) 8,281,552 8,245,811 8,517,181 9,011,127

１株当たり純資産額（円） 739.61 736.42 760.65 804.83

（注）１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式の総数により、また、１株当たり純資産額は

期末発行済株式の総数により算出しております。なお、発行済株式の総数については自己

株式を除いております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

当社には該当する親会社はありません。

② 重要な子会社の状況

会社名 資本金 出資比率 主要な事業内容

藤田ソリューション
パートナーズ株式会社

90,000千円 100％

産業用機器の販売、通信機器の販売施工、

コンピュータ機器・ＯＡ機器の販売、ソフ

トウエアの開発・販売

藤田テクノ株式会社 50,000千円 100％ 産業用機器据付・修理並びに保守

藤田デバイス株式会社 50,000千円 100％ 電子部品の製造・検査・組立

藤田水道受託株式会社 20,000千円 100％ 上下水道施設等の運転維持管理受託業務

システムハウスエンジ
ニアリング株式会社

20,000千円 100％ 太陽光発電装置・住宅設備機器の設置

FUJITA ENGINEERING
A S I A  P T E . L T D .

1,243千米ﾄﾞﾙ 100％ 技術者派遣
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(4) 対処すべき課題

今後の国内経済につきましては、景気は緩やかに回復を続けるものと期待さ

れますが、消費税率引き上げに伴う景気の減速懸念や政情不安等による世界経

済の不確実性により、先行きの不透明な状況はなお続くものと予想されます。

当社グループの主力事業の属する建設業界におきましても、当面の受注環境

は比較的堅調であるものと予想されますが、労務費や資材価格の上昇による収

益力低下等、引き続き厳しい経営環境が続くものと思われます。

こうした中、当社グループは、新たな成長に向けての基盤づくりを主眼とし

た、平成28年度まで３ヶ年の中期経営計画「Ｒａｓｈ－９０」に全社を挙げて

取り組んでまいります。

(5) 主要な事業内容（平成26年3月31日現在）

事　業　区　分 事　　業　　内　　容

建 設 事 業 建築付帯設備の施工（藤田エンジニアリング㈱）

機器販売及び情報システム事業
産業用機器の販売並びに情報通信機器の施工・販売及びソフト
ウエアの開発・販売（藤田ソリューションパートナーズ㈱）

機器のメンテナンス事業
空調設備等の修理・保守・据付等（藤田テクノ㈱）
住宅設備機器の設置（システムハウスエンジニアリング㈱）

電 子 部 品 製 造 事 業 電子部品の製造・検査・組立（藤田デバイス㈱）

そ の 他
水道施設の維持管理受託業務（藤田水道受託㈱）
技術者派遣（FUJITA ENGINEERING ASIA PTE.LTD.）

(6) 主要な営業所及び工場（平成26年3月31日現在）

藤田エンジニアリング株式会社

本　社 群馬県高崎市

支　店 群馬県太田市、栃木県栃木市、埼玉県熊谷市

営業所 長野県上田市、群馬県渋川市、栃木県宇都宮市

藤田ソリューションパートナーズ株式会社
本　社 群馬県高崎市

支　店 群馬県太田市

藤 田 テ ク ノ 株 式 会 社

本　社 群馬県高崎市

支　店 群馬県太田市、埼玉県鶴ヶ島市

営業所 埼玉県熊谷市、群馬県前橋市、群馬県渋川市

藤 田 デ バ イ ス 株 式 会 社
本　社 群馬県高崎市

工　場 長野県佐久市

藤 田 水 道 受 託 株 式 会 社 本　社 群馬県高崎市

システムハウスエンジニアリング株式会社
本　社 埼玉県戸田市

支　店 群馬県高崎市、神奈川県平塚市

FUJITA ENGINEERING ASIA PTE.LTD. 本　社 シンガポール
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(7) 使用人の状況（平成26年3月31日現在）

　① 企業集団の使用人の状況

事 業 部 門 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

建 設 事 業 191名 8名

機器販売及び情報システム事業 75名 △1名

機 器 の メ ン テ ナ ン ス 事 業 149名 1名

電 子 部 品 製 造 事 業 75名 －

そ の 他 17名 3名

全 社 （ 共 通 ） 35名 △4名

合　　計 542名 7名

（注）　使用人数は就業員数であり、上記のほかに準社員（パート及び嘱託を含む）が234名在籍

しております。

　② 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

226名 4名 39.8歳 13.0年

（注）　使用人数は就業員数であり、上記のほかに準社員（パート及び嘱託を含む）が32名在籍

しております。

(8) 主要な借入先の状況（平成26年3月31日現在）

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 群 馬 銀 行 700,000千円

株 式 会 社 八 十 二 銀 行 60,000千円

株 式 会 社 埼 玉 り そ な 銀 行 101,420千円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の現況

（1）株式の状況（平成26年3月31日現在）

① 発行可能株式総数 20,000,000株

② 発行済株式の総数 11,700,000株

③ 株 主 数 826名

④ 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日 東 興 産 株 式 会 社 2,699千株 24.11％

藤 田 　 登 1,482 13.25

藤 田 　 実 1,070 9.56

藤 田 エ ン ジ 取 引 先 持 株 会 669 5.98

藤 田 社 員 持 株 会 509 4.55

株 式 会 社 群 馬 銀 行 400 3.57

佐 藤 兼 義 262 2.34

群 馬 土 地 株 式 会 社 240 2.14

株 式 会 社 東 和 銀 行 174 1.55

住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 150 1.34

 (注) １．当社は自己株式を503,666株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

　　　２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

（2）新株予約権等の状況（平成26年3月31日現在）

① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状

況

　該当事項はありません。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

の状況

　該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況（平成26年3月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 藤 田 　 実 藤田ソリューションパートナーズ㈱　代表取締役社長
藤田テクノ㈱　代表取締役社長
藤田デバイス㈱　代表取締役社長
システムハウスエンジニアリング㈱　代表取締役社長
FUJITA ENGINEERING ASIA PTE.LTD.　取締役

専 務 取 締 役 鈴 木 昇 司

常 務 取 締 役 山 本 一 郎 管理本部長

藤田水道受託㈱　代表取締役社長

取 締 役 髙 橋 秀 樹 技術本部長

取 締 役 松 田 良 一 工事本部長

取 締 役 須 藤 久 実 ※ 企画経理本部長

取 締 役 工 藤 辰 明 ※ 営業本部長

常 勤 監 査 役 清 水 耕 司

監 査 役 矢 野 純 三

監 査 役 金 井 嘉 興

監 査 役 室 賀 康 志 室賀法律事務所所長

（注）１．※印の各氏は、平成25年６月27日開催の第50期定時株主総会において新たに選任され

就任致しました。

２．監査役金井嘉興氏及び監査役室賀康志氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役

であります。

３．監査役金井嘉興氏は、金融機関において常勤監査役の経験があり、財務及び会計に関

する相当程度の知見を有しております。

４．当社は、監査役金井嘉興氏及び監査役室賀康志氏を東京証券取引所の定めに基づく独

立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

５．平成25年６月27日付で取締役の地位を次のとおり変更しております。

　　・鈴木昇司氏は、常務取締役から専務取締役に就任致しました。

　　・山本一郎氏は、取締役から常務取締役に就任致しました。

② 事業年度中に退任した取締役及び監査役

氏 名 退 任 日 退 任 事 由
退任時の地位・担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

藤 田 　 登 平成25年６月27日 任期満了 代表取締役名誉会長

泉 山 吉 郎 平成25年６月27日 任期満了 取締役企画経理本部長
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③ 取締役及び監査役の報酬等

　　当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 人 員 支 払 額

取 締 役 9名 123,560千円

監 査 役
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 監 　 査 　 役 ）

4名
（2名）

14,784千円
（7,114千円）

合 計 13名 138,344千円

（注）１．取締役への報酬総額は、平成２年５月18日開催の第27期定時株主総会において年額

200,000千円以内と決議いただいております。

２．監査役への報酬総額は、平成９年６月27日開催の第34期定時株主総会において年額

20,000千円以内と決議いただいております。

３．上記には、平成25年６月27日開催の第50期定時株主総会終結の時をもって退任した取

締役２名を含んでおります。

４．上記のほか、平成25年６月27日開催の第50期定時株主総会の決議に基づき、退任取締

役２名に対し、198,000千円の役員退職慰労金を支給しております。

④ 社外役員に関する事項

イ　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

監査役室賀康志氏は、室賀法律事務所所長でありますが、当社と兼職先

との間には特別の関係はありません。

ロ　当事業年度における主な活動状況

・監査役金井嘉興氏は、取締役会に９回のうち９回出席し、監査役会に９

回のうち９回出席致しました。取締役会においては監査役の観点から意

見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するため

の質問・助言を行っております。また、監査役会においても豊富な経験

に基づき、適宜必要な発言を行っております。

・監査役室賀康志氏は、取締役会に９回のうち９回出席し、監査役会に９

回のうち９回出席致しました。取締役会においては主に弁護士の観点か

ら意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保する

ための質問・助言を行っております。また、監査役会においても弁護士

としての専門的な見地から、適宜必要な発言を行っております。

ハ　責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第1項の規定に基づき、会社法第423条第1項の損

害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に規定してお

り、各社外監査役との間で責任限定契約を締結しております。当該契約に

基づく賠償責任限度額は、会社法第425条第1項に定める最低責任限度額で

あります。
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(4) 会計監査人の状況

① 名称　　　　　　　　有限責任監査法人　トーマツ

② 報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 27,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

28,400千円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当

事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、

原則として、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場

合には、監査役会の同意又は請求により、会計監査人の解任又は不再任に関

する議題を株主総会に提案致します。

④ 責任限定契約の内容の概要

当社と会計監査人有限責任監査法人トーマツは、会社法第427条第1項の規

定に基づく、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約は締結してお

りません。
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３．取締役の業務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制その他業務の適正を確保するための体制

当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための

体制」について、取締役会にて次のとおり決議しております。

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

①　企業倫理規程を制定し、役職員が法令・定款及び社会規範を遵守した行動

をとるための規範とする。

②　その徹底を図るため、社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置

し、全社横断的なコンプライアンス体制の整備と問題点の把握に努めるとと

もに、コンプライアンス上の重要な問題を審議し、その結果を取締役会に報

告する。また、各取締役は、各業務部門固有のコンプライアンスリスクを分

析し、その対策を具現化する。

③　内部監査部門はコンプライアンス委員会と連携の上、コンプライアンスの

状況を監査する。これらの活動は定期的に取締役会及び監査役会に報告され

るものとする。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

文書管理規定に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電磁的媒体（以

下「文書等」という。）に記録し、保存する。取締役及び監査役は、文書管理

規定により、常時これらの文書等を閲覧できるものとする。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ等に係るリスクに

ついては、それぞれの担当部署にてガイドラインの制定、研修の実施、マニュ

アルの作成・配布等を行うものとし、組織横断的なリスク状況の監視及び全社

的対応は管理部門が行うものとする。新たに発生したリスクについては、すみ

やかに担当部署を定め、対策を具現化する。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は経営目標を明確に設定し、その達成についてＩＴ技術を活用した合理

的評価の実施と、その結果が確実に取締役会及び各取締役並びに経営管理者に

伝達される仕組みを構築し、これを活用した経営改善を全社的に検討すること

により、職務執行の効率化を図る。また、効率性管理のため以下の方法を行う。

①　経営目標の浸透を図るとともに、この目的に基づく中期経営計画を策定し、

これを具現化するため、取締役会は中期経営計画に基づき毎期の業績目標と

予算を設定する。
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②　月次の業績は取締役によって構成される藤田グループ経営会議に報告され、

事業部門毎の業績管理を実施するとともに、各取締役は具体的な施策や改善

にその結果を活用する。

(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

①　当社及びグループ各社における内部統制の構築を目指し、当社管理部門を

グループ全体の内部統制に関する担当部署とし、これらを横断的に推進、管

理する。

②　当社取締役、執行役員及び部支店長並びにグループ各社の取締役・執行役

員は、各部門の業務施行の適正を確保する内部統制の確立と運用に関する権

限と責任を有する。

③　当社の内部監査室は、当社及びグループ各社の内部監査を実施し、その結

果をグループ内部統制担当部署及び②の責任者に報告する。グループ内部統

制担当部署は必要に応じて、内部統制の改善策の指導、実施の支援・助言を

行う。

④　当社並びにグループ各社取締役及び執行役員によって構成される藤田グル

ープ経営会議において、内部統制に関する協議、情報の共有化を実施し、指

示・伝達を効率的に行う。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項及び同使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役会付の専属使用人を配置し、監査業務を補助する。このスタッフには

会社の業務を検証できる能力と知識を持つ人材を配置し、当該補助人の人事異

動等については監査役会の意見を尊重するものとする。

(7) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告

に関する体制

①　取締役は監査役会に対して、法定の事項に加え、当社及び当社グループに

重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、その他コンプライアンス上

重要な事項をすみやかに報告する体制を整備する。報告の方法（報告者、報

告受領者、報告時期等）については、取締役と監査役会との協議により決定

するものとする。

②　使用人は当社及び当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事項、

重大な法令・定款違反に関する重大な事実を発見した場合は、監査役に直接

報告することができるものとする。

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役会と代表取締役社長との間の定期的な意見交換会を設定する。また、

必要に応じて弁護士、会計士より監査業務に関する助言を受ける機会を保障す

る。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成26年3月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 預 金

受 取 手 形

完 成 工 事 未 収 入 金

売 掛 金

未 成 工 事 支 出 金

商 品

仕 掛 品

材 料 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機械・運搬具・工具器具・備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関係会社長期貸付金

破 産 更 生 債 権 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

14,311,808

4,426,369

1,171,727

5,163,169

2,498,985

155,984

108,106

496,414

19,578

134,551

137,940

△1,019

4,956,145

3,447,626

1,052,827

56,769

2,266,834

71,195

251,088

119,251

131,837

1,257,430

688,283

40,000

4,047

198,518

392,817

△66,236

流 動 負 債 9,172,658

支 払 手 形 1,885,584

工 事 未 払 金 2,600,933

買 掛 金 1,844,706

短 期 借 入 金 784,996

リ ー ス 債 務 41,619

未 払 法 人 税 等 370,523

未 成 工 事 受 入 金 657,003

完成工事補償引当金 18,670

賞 与 引 当 金 219,628

役 員 賞 与 引 当 金 45,500

そ の 他 703,492

固 定 負 債 1,084,167

長 期 借 入 金 76,424

リ ー ス 債 務 31,885

役員退職慰労引当金 63,788

退職給付に係る負債 903,622

そ の 他 8,446

負 債 合 計 10,256,826

純 資 産 の 部

科 目 金 額

株 主 資 本 8,814,811

資 本 金 1,029,213

資 本 剰 余 金 805,932

利 益 剰 余 金 7,193,877

自 己 株 式 △214,210

その他の包括利益累計額 196,316

その他有価証券評価差額金 169,049

為 替 換 算 調 整 勘 定 27,266

純 資 産 合 計 9,011,127

資 産 合 計 19,267,953 負 債 ・ 純 資 産 合 計 19,267,953
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連 結 損 益 計 算 書

( 平成25年4月 1日から
平成26年3月31日まで )

（単位：千円）

科 目 内 訳 金 額

売 上 高 22,020,628

売 上 原 価 18,479,126

売 上 総 利 益 3,541,501

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,646,901

営 業 利 益 894,599

営 業 外 収 益

受 取 利 息 4,215

受 取 配 当 金 8,633

仕 入 割 引 4,623

受 取 褒 賞 金 17,894

投 資 有 価 証 券 売 却 益 68,200

保 険 配 当 金 4,568

補 助 金 収 入 3,773

受 取 保 険 金 27,000

そ の 他 42,528 181,439

営 業 外 費 用

支 払 利 息 8,140

固 定 資 産 除 却 損 1,286

支 払 保 証 料 1,497

そ の 他 426 11,351

経 常 利 益 1,064,687

特 別 損 失

減 損 損 失 26,977 26,977

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,037,709

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 476,723

法 人 税 等 調 整 額 △42,149 434,573

少数株主損益調整前当期純利益 603,136

少 数 株 主 利 益 －

当 期 純 利 益 603,136
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連結株主資本等変動計算書

( 平成25年4月 1日から
平成26年3月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産合計
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本
合 計

その他有価証券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 1,029,213 805,932 6,769,895 △213,872 8,391,168 119,199 6,814 126,013 8,517,181

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △179,155 △179,155 △179,155

当 期 純 利 益 603,136 603,136 603,136

自己株式の取得 △337 △337 △337

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額(純 額 )

49,850 20,452 70,302 70,302

当期変動額合計 － － 423,981 △337 423,643 49,850 20,452 70,302 493,946

当 期 末 残 高 1,029,213 805,932 7,193,877 △214,210 8,814,811 169,049 27,266 196,316 9,011,127
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（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項

(１)連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数　　　　　６社

連結子会社の名称

藤田ソリューションパートナーズ㈱、藤田テクノ㈱、藤田デバイス㈱、藤田水道受託

㈱、システムハウスエンジニアリング㈱、FUJITA ENGINEERING ASIA PTE.LTD.

(２)非連結子会社の名称等

非連結子会社の名称

㈱藤田ビジコン、㈱東洋電設、日本ルフト㈱

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要

な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

(１)持分法を適用した非連結子会社及び関連会社はありません。

(２)持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

非連結子会社の名称

㈱藤田ビジコン、㈱東洋電設、日本ルフト㈱

関連会社の名称

THANG UY TRADING CO.,LTD

持分法を適用していない理由

持分法を適用していない非連結子会社または関連会社は、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結

計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないためでありま

す。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

会社名 　決算日

FUJITA ENGINEERING ASIA PTE.LTD. 　12月31日

藤田テクノ㈱ 　３月20日

連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に

重要な取引が生じた場合には、連結上必要な調整を行うこととしております。
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４．会計処理基準に関する事項

(１)資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

イ．時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

ロ．時価のないもの

移動平均法による原価法

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

未成工事支出金

個別法による原価法

商品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法に

より算定）

仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法によ

り算定）

材料貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの

方法により算定）

(２)固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

建物（附属設備を除く）

イ．平成10年３月31日以前に取得したもの

旧定率法

ロ．平成10年４月１日以降、平成19年３月31日以前に取得したもの

旧定額法

ハ．平成19年４月１日以降に取得したもの

定額法

建物以外

イ．平成19年３月31日以前に取得したもの

旧定率法

ロ．平成19年４月１日以降に取得したもの

定率法

なお、主な耐用年数は、建物31～50年、建物附属設備11～15年であります。
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②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　自社利用のソフトウエア　　５年

　のれん　　　　　　　　　　10年

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３

月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

(３)引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上してお

ります。

②　完成工事補償引当金

完成工事に係る瑕疵担保等の費用に備えるため、完成工事高に対する将来の見積補償額

を計上しております。

③　賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負

担額を計上しております。

④　役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しておりま

す。

⑤　役員退職慰労引当金

当社は、役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく連結会計年度末要支給額を計

上しております。

(４)その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①　退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る連結会計年度末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡

便法を適用しております。

②　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工

事進行基準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完

成基準を適用しております。

なお、工事進行基準による完成工事高は、7,153,403千円であります。

③　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

支払保証料の表示方法は、従来、営業外費用のその他（前連結会計年度253千円）に含めて表

示しておりましたが、重要性が増したため、当連結会計年度より支払保証料（当連結会計年

度1,497千円）として表示しております。

（追加情報）

法人税等の税率の変更による影響

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布さ

れ、平成26年４月１日以後に開始する連結会計年度から復興特別法人税が課されないことに

なりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、

平成26年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については前連結会

計年度の37.8％から35.4％に変更されております。

なお、この変更に伴う連結計算書類への影響は軽微であります。

（連結貸借対照表に関する注記）

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

(１)担保に供している資産

現金預金 120,000千円

建物・構築物 90,101千円

土地 299,850千円

投資その他の資産の「その他」（差入保証金） 5,430千円

計 515,382千円

(２)担保に係る債務

買掛金 91,119千円

短期借入金 344,996千円

長期借入金 76,424千円

計 512,539千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 2,653,426千円

３．保証債務

連結会社以外の関係会社の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。

㈱東洋電設 7,200千円

計 7,200千円
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（連結損益計算書に関する注記）

減損損失

当連結会計年度において、以下の資産について減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

群馬県高崎市 売却資産 土地

当連結会計年度において、新たな研修施設建設計画に伴い上記資産を売却することとなったた

め、当該資産の帳簿価額を正味売却価額による回収可能価額まで減額し、減少額（26,977千円）

を減損損失として特別損失に計上しました。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 11,700,000株

２．配当に関する事項

(１)配当金支払額等

決議
株式の

種　類
配当金の総額

1株当たり

配当額
基準日 効力発生日

平成25年６月27日

定時株主総会

普通

株式
89,577千円 ８円 平成25年３月31日 平成25年６月28日

平成25年11月13日

取締役会

普通

株式
89,577千円 ８円 平成25年９月30日 平成25年12月６日

計 179,155千円

(２)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

もの

平成26年６月27日開催予定の第51期定時株主総会において、普通株式の配当に関する事

項を次のとおり付議致します。

①　配当金の総額 89,570千円

②　１株当たり配当額 ８円

③　基準日 平成26年３月31日

④　効力発生日 平成26年６月30日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入

金により資金を調達しております。

受取手形、完成工事未収入金及び売掛金に係る顧客の信用リスクについては、取引先ごとに

期日及び残高を管理するとともに、財務状況を定期的または随時に把握することにより、そ

の低減を図っております。また、投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ご

とに時価の把握を行っております。

借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。

なお、デリバティブ取引は行っておりません。

２．金融商品の時価等に関する事項

平成26年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。

（単位：千円）

連結貸借対照表

計上額
時価 差額

(1)　現金預金

(2)　受取手形

(3)　完成工事未収入金

(4)　売掛金

(5)　投資有価証券

(6)　関係会社長期貸付金

　　　　 貸倒引当金(*1)

4,426,369

1,171,727

5,163,169

2,498,985

613,475

40,000

△40,000

4,426,369

1,171,727

5,163,169

2,498,985

613,475

－

－

－

－

－

－ － －

(7)　破産更生債権等

　　　　 貸倒引当金(*2)

4,047

△3,996

51 51 －

　資産計 13,873,779 13,873,779 －

(1)　支払手形

(2)　工事未払金

(3)　買掛金

(4)　短期借入金

(5)　未払法人税等

(6)　長期借入金

　　 （１年内返済予定の長期借入金含む）

(7)　リース債務

　　 （１年内返済予定のリース債務含む）

1,885,584

2,600,933

1,844,706

760,000

370,523

101,420

73,505

1,885,584

2,600,933

1,844,706

760,000

370,523

99,930

72,984

－

－

－

－

－

△1,489

△521

　負債計 7,636,673 7,634,662 △2,010

　(*1)関係会社長期貸付金に対応する個別貸倒引当金を控除しております。

　(*2)破産更生債権等に対応する個別貸倒引当金を控除しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資産

(1)現金預金、(2)受取手形、(3)完成工事未収入金、(4)売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。

(5)投資有価証券

投資有価証券の時価については、取引所の価格によっております。

(6)関係会社長期貸付金

関係会社長期貸付金の時価の算定は、貸倒引当金控除後の価額を時価としており

ます。

(7)破産更生債権等

破産更生債権等については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見

積高を算定しているため、時価は連結決算日における連結貸借対照表価額から現

在の貸倒見積高を控除した金額に近似していることから、当該価額をもって時価

としております。

負債

(1)支払手形、(2)工事未払金、(3)買掛金、(4)短期借入金、(5)未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。

(6)長期借入金、(7)リース債務

これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入またはリース取引

を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

２．非上場株式（連結貸借対照表計上額74,807千円）は、市場価格がなく、かつ将来

キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困

難と認められるため、「(5)投資有価証券」には含めておりません。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 804.83円

１株当たり当期純利益 53.87円

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表

（平成26年3月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 預 金

受 取 手 形

完 成 工 事 未 収 入 金

未 成 工 事 支 出 金

材 料 貯 蔵 品

関係会社短期貸付金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 運 搬 具

工 具 器 具 ・ 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

会 員 権

そ の 他

貸 倒 引 当 金

9,122,937

3,075,304

464,359

5,164,924

155,437

1,090

60,000

16,993

61,009

34,922

88,895

5,008,939

2,154,311

597,475

1,614

13,729

1,514,428

27,063

97,795

6,499

83,350

7,945

2,756,832

577,370

1,921,284

156,010

3,878

2,349

28,457

53,880

75,421

△61,818

流 動 負 債 6,549,231

支 払 手 形 1,330,951

工 事 未 払 金 3,305,865

短 期 借 入 金 550,000

リ ー ス 債 務 7,273

未 払 金 82,679

未 払 消 費 税 等 39,457

未 払 費 用 56,874

未 払 法 人 税 等 201,970

未 成 工 事 受 入 金 657,003

預 り 金 187,785

前 受 収 益 58

完成工事補償引当金 18,670

賞 与 引 当 金 86,143

役 員 賞 与 引 当 金 24,500

固 定 負 債 512,060

リ ー ス 債 務 20,091

退 職 給 付 引 当 金 423,689

役員退職慰労引当金 63,788

資 産 除 去 債 務 4,490

負 債 合 計 7,061,291

純 資 産 の 部

科 目 金 額

株 主 資 本 6,913,976

資 本 金 1,029,213

資 本 剰 余 金 805,932

資 本 準 備 金 805,932

利 益 剰 余 金 5,293,042

利 益 準 備 金 166,578

そ の 他 利 益 剰 余 金 5,126,463

固定資産圧縮積立金 130,645

別 途 積 立 金 4,251,000

繰 越 利 益 剰 余 金 744,817

自 己 株 式 △214,210

評価・換算差額等 156,608

その他有価証券評価差額金 156,608

純 資 産 合 計 7,070,585

資 産 合 計 14,131,877 負 債 ・ 純 資 産 合 計 14,131,877
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損　益　計　算　書

( 平成25年4月 1日から
平成26年3月31日まで )

（単位：千円）

科 目 内 訳 金 額

売 上 高 11,965,326

売 上 原 価 10,187,889

売 上 総 利 益 1,777,436

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,458,162

営 業 利 益 319,273

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 131,436

固 定 資 産 賃 貸 料 56,548

受 取 事 務 手 数 料 86,925

投 資 有 価 証 券 売 却 益 68,200

受 取 保 険 金 18,000

そ の 他 49,715 410,827

営 業 外 費 用

支 払 利 息 3,034

固 定 資 産 除 却 損 1,280

固 定 資 産 賃 貸 費 用 35,485

そ の 他 1,498 41,300

経 常 利 益 688,800

特 別 損 失

減 損 損 失 26,977 26,977

税 引 前 当 期 純 利 益 661,823

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 239,658

法 人 税 等 調 整 額 △30,617 209,040

当 期 純 利 益 452,782
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株主資本等変動計算書

( 平成25年4月 1日から
平成26年3月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合計資本準備金

資本剰余金
合計

利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金

合計固 定 資 産
圧縮積立金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,029,213 805,932 805,932 166,578 137,234 4,251,000 464,601 5,019,414 △213,872 6,640,687

当 期 変 動 額

固定資産圧縮
積立金の取崩

－ △6,588 6,588 － －

剰余金の配当 － △179,155 △179,155 △179,155

当期純利益 － 452,782 452,782 452,782

自己株式の取得 － － △337 △337

株主資本以外
の項目の当期
変動額(純額)

当期変動額合計 － － － － △6,588 － 280,216 273,627 △337 273,289

当 期 末 残 高 1,029,213 805,932 805,932 166,578 130,645 4,251,000 744,817 5,293,042 △214,210 6,913,976

評価・換算差額等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 115,162 115,162 6,755,849

当 期 変 動 額

固定資産圧縮
積立金の取崩

－

剰余金の配当 △179,155

当期純利益 452,782

自己株式の取得 △337

株主資本以外
の項目の当期
変動額(純額)

41,446 41,446 41,446

当期変動額合計 41,446 41,446 314,735

当 期 末 残 高 156,608 156,608 7,070,585
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

(１)有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式

移動平均法による原価法

②　その他有価証券

イ．時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

ロ．時価のないもの

移動平均法による原価法

(２)たな卸資産の評価基準及び評価方法

①　未成工事支出金

個別法による原価法

②　材料貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法

により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

(１)有形固定資産（リース資産を除く）

①　建物（附属設備を除く）

イ．平成10年３月31日以前に取得したもの

旧定率法

ロ．平成10年４月１日以降、平成19年３月31日以前に取得したもの

旧定額法

ハ．平成19年４月１日以降に取得したもの

定額法

②　建物以外

イ．平成19年３月31日以前に取得したもの

旧定率法

ロ．平成19年４月１日以降に取得したもの

定率法

なお、主な耐用年数は、建物31～50年、建物附属設備11～15年であります。

(２)無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、自社利用のソフトウエア５年であります。

(３)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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３．引当金の計上基準

(１)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しておりま

す。

(２)完成工事補償引当金

完成工事に係る瑕疵担保等の費用に備えるため、完成工事高に対する将来の見積補償額を

計上しております。

(３)賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を

計上しております。

(４)役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。

(５)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務見込額に基づき計上

しております。

(６)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく事業年度末要支給額を計上しております。

４．完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基

準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用

しております。

なお、工事進行基準による完成工事高は、7,153,403千円であります。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（追加情報）

法人税等の税率の変更による影響

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布さ

れ、平成26年４月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことになり

ました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平

成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については前事業年度の

37.8％から35.4％に変更されております。

なお、この変更に伴う計算書類への影響は軽微であります。
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（貸借対照表に関する注記）

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

(１)担保に供している資産

現金預金 120,000千円

建物・構築物 7,736千円

土地 90,825千円

計 218,562千円

(２)担保に係る債務

短期借入金 320,000千円

計 320,000千円

上記土地のうち77,311千円を関係会社の仕入債務の担保に提供しております。

２．有形固定資産の減価償却累計額 1,462,248千円

３．保証債務

次のとおり関係会社に対して連帯保証を行っております。

藤田ソリューションパートナーズ㈱ 1,284,250千円 仕入債務

藤田テクノ㈱ 48,028千円 仕入債務

システムハウスエンジニアリング㈱ 527千円 仕入債務

システムハウスエンジニアリング㈱ 101,420千円 金融機関借入金

㈱東洋電設 7,200千円 金融機関借入金

計 1,441,427千円

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 18,187千円

短期金銭債務 720,153千円

（損益計算書に関する注記）

１．減損損失

当事業年度において、以下の資産について減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

群馬県高崎市 売却資産 土地

当事業年度において、新たな研修施設建設計画に伴い上記資産を売却することとなったため、

当該資産の帳簿価額を正味売却価額による回収可能価額まで減額し、減少額（26,977千円）を

減損損失として特別損失に計上しました。

２．関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 110,587千円

仕入高 1,193,214千円

販売費及び一般管理費 45,716千円

営業取引以外の取引高 290,972千円
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（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

普通株式 503,666株

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金の否認であり、繰延税金負債の発生の主な

原因は、固定資産圧縮積立金の認容であります。

（関連当事者との取引に関する注記）

子会社等

種類 会社等の名称

議 決 権 等 の

所有(被所有)

割 合 （ ％ ）

関連当事者

と の 関 係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

子 会 社

藤田ソリューシ

ョンパートナー

ズ㈱

（所有）

直接100.0

機器等の仕入

役員の兼任

機器等の仕入 784,528 工事未払金 538,956

事務手数料の受取 47,172 ― ―

債務の保証 1,284,250 ― ―

藤田テクノ㈱
（所有）

直接100.0

外注工事等

役員の兼任

外注工事等 343,421 工事未払金 151,782

配当の受取 60,000 ― ―

事務手数料の受取 25,800 ― ―

FUJITA
ENGINEERING ASIA
PTE.LTD.

（所有）

直接100.0

資金の貸付

役員の兼任
資金の貸付 161,010

短期貸付金 60,000

長期貸付金 101,010

（注）上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含

まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

１．機器等の仕入及び外注工事等については、子会社から提示された価格と他の仕入先と

の取引価格を参考にしてその都度交渉の上、決定しております。

２．子会社の配当については、子会社の経営成績及び財政状態を勘案し決定しております。

３．事務手数料については、人件費の見込額に基づいた価格により決定しております。

４．債務の保証については、子会社の仕入債務に対して連帯保証を行ったものであります。

　　なお、保証料は受領しておりません。

５．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

　　なお、担保は受け入れておりません。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 631.51円

１株当たり当期純利益 40.44円

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成26年５月20日

藤田エンジニアリング株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鎌 田 竜 彦 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 杉 田 昌 則 

当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、藤田エンジニアリング株式会社
の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、
連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のため
の基本となる重要な事項及びその他の注記について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検
討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、藤田エンジニアリング株式会社及び連結子会社からなる企業集団の
当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成26年５月20日

藤田エンジニアリング株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 鎌 田 竜 彦 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 杉 田 昌 則 

当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、藤田エンジニアリング株
式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第51期事業年度の計算書類、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並
びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及

びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得
るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第51期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施
状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
監査計画等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を
図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その
他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な会議の議事録及び決裁
書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調
査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が
法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務
の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項
及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議
に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び
使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要
に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び有限責任監査
法人トーマツから当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。
子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の

交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方
法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検
討いたしました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し
ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査
人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社
計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平
成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度
に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書）及
びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書
及び連結株主資本等変動計算書）について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含

め、相当であると認めます。なお、内部統制システムのより一層の

継続的整備・充実が重要と考えます。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人 有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人 有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

平成26年５月27日

藤田エンジニアリング株式会社　監査役会

常勤監査役（社内監査役） 清 水 耕 司 

監 査 役（社内監査役） 矢 野 純 三 

監 査 役（社外監査役） 金 井 嘉 興 

監 査 役（社外監査役） 室 賀 康 志 

以　上
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株主総会参考書類

議　　案　剰余金処分の件

剰余金処分につきましては、以下のとおりと致したいと存じます。

１．期末配当に関する事項

第51期の期末配当につきましては、当事業年度の業績並びに今後の事

業展開等を勘案致しまして以下のとおりと致したいと存じます。

① 配当財産の種類

金銭と致します。

② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金８円 総額89,570,672円

なお、中間配当金として８円をお支払いしておりますので、当事業

年度の年間配当金は１株当たり16円となります。

③ 剰余金の配当が効力を生じる日

平成26年６月30日と致したいと存じます。

以　上
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株主総会会場ご案内図

群馬県高崎市飯塚町1174番地５

当社７階会議室
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